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We watch the news about the US‒China trade war every single day recently. At the present, Asian 
economy grows with the international division of commodities, service industry, investment and labor in 
a specific region. The division indeed promotes the economic growth of Asian countries.
In this journal, I retrospect the exact reason why the US launched the Section 301 investigation 
against Japan, imposed trade sanctions on Japan, and made the large appreciation of the yen. 
Furthermore, I probe into China’s problems caused by becoming a leading economic superpower rapidly 
after its reform and opening to analyze China’s actual economic capacity. Then I discuss how the US and 
China actually scramble for the control over the industries in the US-China trade war, how the US‒China 
trade war influences the economics for both the US and China, and how the trade policies affect the 
transformation of the international division in Asia.
Moreover, I present the contradiction and problems caused by the conflicts between China’s 
socialism and free trade. In the international arena of WTO, China, with rapid economic growth, should 
actively improve domestic economic regime and the policies for both foreign trade and inward 
investment. Lastly, I explore how the supply chain influences the Asian countries that are connected with 
trade inseparably, and I therefore conclude that all the related countries should build the new order of 
economics and trade for both the US and Asia through the multilateral negotiation and the principles to 
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中国の商品（財）貿易は 1970年代後半の改革・開放以降，輸入額は 199.4（10億米ドル）から 2014
年には 19,593.6（10億米ドル）と約 98倍，輸出額は 181（10億米ドル）が 2014年には 23,423.1（10












̶     ̶


























































ラックに 3年連続して 55％，45％，35％の特別関税を適用すると発表し，中国は 2011年に，アメリ
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大きく取り上げ，大統領就任後の 2017年 8月 1日には中国の不公正な貿易慣行について，アメリカ
の通商法スーパー301条に基づいて調査開始を検討した。2018年 1月 22日にアメリカは緊急輸入制
限（セーフガード）を発動し，太陽光発電パネルに 30％，洗濯機に 20％以上の追加関税を課すこと















た 17。この制裁措置の課税品目リストをみると，中国が 2016年に打ち出した「中国製造 2025」に対














た 1,102品目の輸入品約 500億米ドルに対し，7月 6日から段階的に 25％の追加関税措置を行うと発
表した。同じ日に中国も対抗措置として，アメリカの対中輸出品への追加関税に相当する金額でアメ
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一連の貿易戦争でアメリカの対中貿易は 2017年の 1,304億米ドルから 2018年の 1,203億米ドルま
で減少した。対中の上位品目の①航空機関連，②機械関連，③電機機器は増加し，④自動車関連，⑤大
豆は大幅に減った。一方，中国の対アメリカ貿易は 2017年の 5,056億米ドルから 2018年の 5,395億
米ドルまで増加した。対米の上位品目の①電気機器（うちスマートフォン関連などが 49％），②機械
類，③家具，④玩具類，⑤プラスチックとも増えている。こうしたことから，アメリカの対中貿易赤














うして米中はともに第二弾の追加関税措置を発動した。さらに 9月 18日にアメリカは 9月 24日か
ら約 2,000億米ドルの中国からの輸入品に対して 10％の関税を追加し，2019年 1月 1日からその関
税率を 25％に引き上げると発表した。同時に対中第三弾の関税措置の発動を予告し，その予告を受
けて，中国はWTOに申し立てを行った。中国は強い姿勢で 9月 21日にアメリカとの貿易協議を拒
否した。9月 24日に米中は第三弾の関税措置を発動したが，アメリカは 2018年中に 25％の関税を
10％にとどめることとし，さらに関税措置の対象を 6031品目から 5745品目に減らした。それに応
じて，中国は，当初の 10％の関税を 5％に，20％・25％の関税を 10％に変更した。アメリカはレア
アースなど，中国は原油などを中心とした産業資源を対象品目から外した。また，中国は米中貿易戦
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光：中国系企業），Hygon（Chengdu Haiguang Integrated Circui成都海光集成電路：米中合弁）23，
HMC（Chengdu Haiguang Microelectronics Technology和成都海光微電子技術：米中合弁）24，無錫江












リカの第四弾報復関税として 9月 1日に 10％の追加関税を発動し，12月 15日に輸入車への 25％の
表 1　米中貿易戦争における関税の引き上げ





税を 25％から 30％に引き上げる報復措置を表明した。アメリカは予定通り 9月 1日からアメリカに
通関した中国製品から 15％の追加関税を徴収しているが，対象は半導体メモリーから民生用家電関
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1 1987年 9月 2日にニューヨークタイムズの意見広告である。ロングインタビューから探る「トランプ大統領」の正体【第 4
回】https://gentosha-go.com/articles/-/7362に参照
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13 CNN（2018年 1月 23日）によるものである。中国だけではなかったが，2016年の時点，中国はアメリカに太陽光発電パ
ネルを輸出する第二国であった。
14 3月 1日のアメリカの通商拡大法 232条に基づき，対米輸入の鉄鋼・アルミニウム製品に追加関税を行う方針，課税幅は鉄
鋼 25％，アルミ 10％とする。高関税を課す措置である。
15 2018年 3月 23日の記事によるもので米鉄鋼関税，日本に適用とし，韓国・EUは除外される。
16 2018年 4月 4日の記事によるもので爆弾，火炎放射器にアナログレコードも関税対象である。
17 https://johoseiri.net/tradewar/#toc_id_4と https://www.bbc.com/japanese/43637373によるもの。
18 2018年 7月に解禁した。
19 2018年 6月にアメリカ政府が中国と ZTE制裁解除について合意し，7月に解禁した。
20 アメリカ商務省が 2019年 3月 27日に発表した 2018年の貿易統計（国際収支ベース）によるもの。https://www.census.
gov/foreign-trade/Press-Release/current_press_release/ft900.pdf




23 アメリカの半導体大手 Advanced Micro Devices（AMD）に 51％出資し，天津海光先進技術投資有限公司（THATIC）と合
弁した米中合弁企業である。HMCから半導体チップの知的財産の利用権を受けて，設計している企業である。




26 大阪 G20サミット記事 https://jp.reuters.com/article/g20-sammit-idJPKCN1TQ0F2に参照。
27 2018年 3月　No. 174 CISTEC Journal特集／中国輸出管理法草案と中国投資・貿易環境をめぐる動向「〈3〉USTRが中国
のWTO遵守状況に関する年次報告書を発表―中国輸出管理法草案の懸念点に関連する指摘も」によるもの。
28 ロイター。2018年 1月 25日付け。世界経済フォーラム年次総会（ダボス会議）でロス商務長官の意見・発言である。
29 注 27と同じである。
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